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1　はじめに
現在、生産現場、情報技術、科学測定等で使われてい

る機器の大多数は、電気信号により測定されており、電圧
計側や電流計側が測定の大半で利用されていると言っても
過言ではない。常に、信頼できる電気量が利用できること
は、社会の発展に大いに貢献する成果であると考える。最
近では、電力量の計測のニーズが高まっており、電力は電
圧、電流、位相角よりなる組み立て量であるので、交流電
圧標準の高精度化の要望も強い。

産業界から求められている交流電圧標準の範囲は幅広
く、電圧範囲は、医療機器や微小電力計測で求められる
1 µV から、一般の汎用電子機器で利用されている電圧（数
mV～数百 V）、電力設備で利用される数万 kV まである。
周波数範囲は、振動計測、薬品の攪拌、蓄電池評価等の
物性特性の交流計測で利用される 0.01 Hz から、商用周

波数（50 Hz と 60 Hz）、高調波計測（商用周波数の 100
次程度である10 kHz 程度）、無線電力伝送技術に関連す
る中周波（数十 kHz ～数十 MHz）、通信等で利用される
GHz と幅広い。これらの範囲の大半で、計測のトレサービ
リティが要求されており、国家標準機関と校正事業者が計
量標準の確立や、校正、維持・管理を行っている。

交流電圧標準を導く最も精度の良い方法は、熱型の交直
変換器（サーマルコンバータ）を用いて直流電圧標準と比
較測定する交直変換方法である [1]。このため、交流電圧
標準の国家標準の供給は交直変換標準を用いて行われて
いる。交直変換標準の供給においては、直流電圧から交
流電圧への変換誤差に相当するサーマルコンバータの交直
差の校正を行う。言い換えると、校正事業者への標準供
給とは、サーマルコンバータを校正器物として用いることで
ある。しかし、従来のサーマルコンバータは、後述するよ
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うに、高精度を優先しているので、構造の制約があり、過
電流や衝撃に弱く、取り扱いが難しいため、校正事業者や
産業界では広く普及していなかった。校正事業者や産業界
の大半では交流電圧計による校正が行われているが、サー
マルコンバータの最大のメリットである安定性が生かされ
ず、校正事業者による産業界への供給範囲も、交流電圧
計では範囲の拡張が難しいため、交流電圧標準の供給範
囲は十分でなかった。

国内に供給する交流電圧標準の体系の確立のために
は、日本の標準が国際的に認められることも重要である。
このため、国際比較が実施されるが、交流電圧標準の巡
回器としてサーマルコンバータが用いられ、直流電圧標準
の国際比較の結果と併せて、交流電圧標準の同等性が確
認される。国際比較に加えて、標準の専門家による交直変
換標準の技術能力の現地審査も行われ、各国の標準機関
の校正・測定能力を示す Calibration and Measurement 
Capabilities（CMC）の登録が行われる。CMC は、各国
の国家標準機関の相互承認に必要なものであり、国家標
準機関を頂点とする各国の計量標準トレーサビリティ体系
を相互に信頼し、他国の国家標準の校正結果を自国でも
そのまま同等と認めるものである。製品の輸出の際は、試
験器等がこの計量標準にトレーサブルである場合、製品の
試験成績書がワンストップで相手国に受け入れられること
となる。

このように、国家標準機関においても、産業界への交流
電圧標準供給においてもサーマルコンバータは、必要不可
欠であるが、作製が難しいため、供給可能な標準機関は
少ない。サーマルコンバータによる交流電圧標準の開発研
究が盛んであった 1960 年代や交流電圧の高精度化が行わ
れた 1990 年代はサーマルコンバータを開発する研究者や
民間企業が存在したが [2][3]、2000 年代になり、民間のサー
マルコンバータの製造メーカーの衰退や国家標準機関の研
究者の引退により、高精度なサーマルコンバータを入手する
ことは困難な状況である。特に、最高精度を維持するサー
マルコンバータを供給している組織は 2005 年ごろから皆無
になっている状況であった。

我々は、国家標準で使うことができる最高精度のサー
マルコンバータの供給を目的として、実用的なサーマルコン
バータの開発を行った。開発では、サーマルコンバータの
性能を改善し、耐久性のある構造を設計することで、校正
事業者や計測メーカーにも普及するように、使いやすいこと
を目的とするユーザビリティを考慮したサーマルコンバータ
の作製を行った。加えて、作製方法も見直すことで、従来
の方法より格段に作製が簡易になり、歩留まりの改善や作
製技術の継承も容易になった。この結果、サーマルコンバー

タの安定供給ができるようになり、交流電圧標準の国内体
系の確立（図 1）が可能となった。

2　交流電圧標準の社会的な目的
近年、研究開発や生産現場で広く利用されている電圧

計、電力計、電気指示計器、電子センサー等の計測機器は、
品質管理、性能評価、適合試験、環境モニタリングのた
め、高精度化や高信頼性が強く求められている。一方、製
品のグローバル化、標準化も急速に進んでおり、日本で製
造された製品を輸出する際、国内の基準のみでなく、国際
規格を満たす必要性に迫られている。現在、国内外で、製
品の製造者責任も厳しく問われており、検査の測定結果に
ついて保証が求められている。電気関連製品については、
出荷時に耐電圧試験等の製品検査が求められ、検査に用
いた計測器の信頼性の確保が重要になる。例えば、アメ
リカで使用される電気製品については、安全性を審査する
機関：Underwriters Laboratories Inc.（UL）が発行する
UL 規格において、検査する計測器に国家標準へのトレー
サビリティを求められるようになってきており、計測器の不
備があると、実質輸出できなくなる可能性がある。ヨーロッ

図 1　交流電圧標準の国内体系の確立シナリオ
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パにおいても、CE（Communauté Européenne）マーキン
グが存在する。上記で用いられる計測器は、定期的に（通
常、年に 1 度）校正が行われ、検査・測定結果を保証す
ることになる。交流電圧標準の校正が求められる1 例とし
て、図 2 に電力・電力量計のトレーサビリティ体系を示す。
輸出や審査、その他の規格で、顧客から図 2 のようなトレー
サビリティ体系図の提出を求められることもある。

企業の品質保証部が管理している上位標準器用語 1 や産
業現場の検査機器は、周囲温度や湿度、振動等の物理的
外乱により必ずしも安定ではないため、これらの外的要因
によって出力値に影響を受ける。このため、製品の品質保
証部は定期的な自社の校正機器の維持・管理を行うことに
なる。一般に、品質保証部は、自社の上位標準器を用い
て、製造メーカーの検査等で用いられる電子計測機器の定
期的に社内校正を行っている。品質保証部の上位標準器
は校正事業者で校正を受けている。このようにして、図 1
に見られるように、産業現場の検査機器のトレーサビリティ
が確保される。

生産現場での計測器は、生産ライン等に設置され、で
きるだけ移動させずに使用されるケースが多く、計測器の
校正は現場環境で実施されるのが普通である。企業の品
質保証部では、校正機器の安定度、物理的外乱や時間の
経過に伴う校正値の劣化を考慮して校正設備の管理を行っ
ているが、顧客から、短期納期の要望も多く、出荷前の検
査不備による納期の遅れを防ぐため、校正機器の信頼性
確保が重要となっている。また、仕様適合や違法コピー製
品に対する問い合わせも多く、問い合わせのあった製品の

検査の結果を保証するため、計量トレーサビリティが必要
となる。品質保証部では、前述のように自前の校正器物を
校正事業者に校正を依頼して、値の管理を行っているが、
交流電気測定の場合、浮遊容量の影響、インピーダンス
特性、負荷効果、反射等を考慮に入れた測定技術も必要
になっている。周波数が高くなると、測定条件のわずかな
違いによって、測定結果が簡単に変わるため、自社の測定
技術の正しさを確認するために、信頼性のある上位標準器
が望まれている。加えて、安定で使い勝手の良い機器の要
望も多い。生産現場においてトレーサビリティを必要とする
計測器は、一つの生産事業所あたり約数十～数百台にお
よぶことも珍しくなく、ものづくり産業全体で考えると、安
定で使い勝手の良い計測器の開発は、計測器の校正や生
産ライン管理に係る負担軽減や経費の削減になり、競争力
の向上に貢献することが期待できる。製品の高品質化、標
準化、安全性の確保のいずれにおいても、測定の保証は
要求されるものであり、電気標準の安定供給が望まれてい
る。

3　交流電圧標準を導く交直変換標準
電気の基本量である交流電圧・電流標準は、エレクトロ

ニクス産業をはじめとする電子機器産業、あるいは電力エ
ネルギー業界、電子情報通信機器産業界において、広く用
いられている物理標準である。一方、交直変換標準は、
交流電圧を導く標準であるが、一般にはなじみが薄い標準
であり、日本語の解説書は少ない。この章では、次章以
降で必要となる交直変換標準とサーマルコンバータの原理

図 2　電力・電力量計のトレーサビリティ体系
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や技術について簡単に紹介する。
3.1　交直変換標準

交流電圧標準は、交直変換器を介して直流電圧と交流
電圧を比較することで導かれる。この比較には熱が利用さ
れている。エネルギー保存則に基づき、変換器内の負荷
（ヒータ）で発生する熱量が交流および直流でそれぞれ
等しいとき、交流電圧および直流電圧が等しいと定義され
る。この定義に基づくと、交流の実効値と直流の値を比較
でき、直流電圧から交流電圧が導かれる。この比較法に
基づく標準体系は「交直変換標準」と呼ばれ、直流電圧
から交流電圧への変換誤差に相当するものを「交直差」と
呼んでいる。現在までのところ、交流電圧を導くのに、サー
マルコンバータを介して直流電圧標準（ジョセフソン電圧標
準）より求めるのが一番精度が高いことから、この方法が
世界的な主流である [1]（図 3）。このため、交流電圧標準
の確立には、交直変換器の変換誤差に相当する交直差の
評価とサーマルコンバータの開発が必要であり、各国家標
準機関に交直差標準が存在する。交直差が小さく、その
評価が可能なサーマルコンバータの開発は、国家標準の交
流電圧標準の範囲拡張や高度化に必要であり、重要な研
究テーマであるが、作製可能な標準機関は少なく、安定に
入手することは困難な状況である。一方、サーマルコンバー
タは校正業務に伴い破損や劣化が起こるため、サーマルコ
ンバータの安定供給は、標準供給の維持 ･ 管理のためにも
不可欠で、校正事業者に小さい不確かさで交流電圧標準
を供給するのに必要なものである。

ここで、5 章で述べる要素技術課題では、サーマルコン
バータの交直差の主な要因を考慮する必要があるので、交
直差の原因について記述する。サーマルコンバータは、ヒー
タへの入力電圧によって生じたジュール効果による温度上
昇を熱電対によって検出するものである。サーマルコンバー
タの主な交直差は下記に示す 3 項目に分類される。

（Ⅰ）DC 特性（熱的交直差）：サーマルコンバータ素子に
直流電流を通電した場合、トムソンおよびペルチェ効
果によりジュール熱以外の発熱・吸熱が生じ、ヒータ

線の温度分布が不均一になる。この結果、直流と同
じ実効値を有する交流正弦波をヒータ線に通電して
も、熱電対の出力電圧に差が生じ、交直差（熱的交
直差）をもたらす [4]。

（Ⅱ）低周波特性：サーマルコンバータの熱的時定数と比
較して入力交流電圧の周波数が十分に高くない場合、
ヒータ線の温度は入力電圧に追随し、周波数に温度
が変化する温度振動（Thermal Ripple）が生じ、交
直差の原因となる。

（Ⅲ）高周波特性：10 kHz 以上の周波数領域においては、
表皮効果や、入力回路の浮遊容量、インダクタンス
の影響がデバイスから排除できず、このため、交直
差の周波数特性をもつ。また、1 MHz より高い周波
数は、インピーダンスの整合を考慮に入れる必要が
ある。

以上の原因により、標準的なサーマルコンバータの交直
差の周波数特性は、概ね図 4 に示されるようになる。100 
Hz から10 kHz の間の周波数領域では、高周波特性およ
び低周波特性は相対的に小さく、非ジュール熱の影響によ
る「熱的交直差」が支配的となる。上記、（Ⅱ）、（Ⅲ）の
交直差の評価は理論モデルによって評価され、（Ⅰ）は熱
的交直差を測定する FRDC-DC 法によって行われる [5]-[7]。
3.2　サーマルコンバータ

交直変換器は、シングルジャンクションサーマルコンバー
タ（Single-Junction Thermal Converter ： SJTC）[8]、ワイ
ヤー多熱電対型 TC（Multi-junction Thermal Converter： 
MJTC）[9]、薄膜型マルチジャンクションサーマルコンバータ
（Thin-Film MJTC）[10][11]、および熱型半導体 RMSセンサー
（Solid-State Thermal RMS Sensor）[12] の 4 種類の交直
変換器が開発されている。

（1）シングルジャンクションサーマルコンバータ（SJTC）
シングルジャンクションサーマルコンバータ素子（図 5）

は、ヒータワイヤーと熱電対から構成されている。用いら
れている熱電対が 1 対であるので、シングルジャンクション
サーマルコンバータと呼ばれている。入力した直流と交流

図 3　交流電圧標準の流れ 図 4　サーマルコンバータの交直差の周波数特性
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の電圧によりヒータ線で発生した熱を熱電対で比較測定す
る。熱電対は電気的絶縁をとるためビーズを介してヒータ
線に取り付けられている。ヒータ線と熱電対部分は、外界
との熱的絶縁を高めるため、真空ガラス球の中に封入され
ている。ヒータ線は、浮遊インダクタンスや容量の影響を小
さくし、また、高い周波数でのインピーダンスの不整合に
よる反射の影響を考慮し、線長は短い構造となっている。
ヒータ線幅は、表皮効果の影響を抑え、抵抗値をある程
度大きくするため、細線構造となり、直径おおよそ 25 µm
であり、定格電流は約 10 mAである。ヒータ線は、過電
流によるヒータ自体の発熱により、劣化・断線等が生じる。
ヒータ線と熱電対とも細線のため、製作には顕微鏡下での
手作業が必要となり、大量生産、歩留まり改善は困難であ
る。

シングルジャンクションサーマルコンバータは 1960 年代
にすでに µV/V レベルでの測定に使用され、現在でも交
流電圧標準の分野において広く用いられている。SJTC は
構造が単純なために、経年変化が小さく、周波数特性が 1 
MHz 程度の高周波まで小さい。しかし、ヒータ線の温度
分布に起因するトムソン効果およびペルチェ効果により、
ジュール熱以外の発熱／吸熱が生じ、交直差をもたらす。

（2）ワイヤー多熱電対 型サーマルコンバータ（Multi-
junction Thermal Converter：MJTC）

ワイヤー多熱電対型サーマルコンバータは、特に評価が
難しかった熱的交直差の問題を解決するために開発され
た。ストレート形状のヒータ線は、印加電圧の Hi 側と Lo
側で温度勾配がある。このため、図 6[9] に見られるように、
ヒータ線を折り返してより線にすることで、ヒータ線の熱の
不均一を軽減している。加えて、多数の熱電対を用いてヒー
タ線の温度分布を一様化することによって、熱的交直差を
0.1 µV/V 以下に抑えている。また副次的な効果として、出

力電圧は多数の熱電対の数だけ増幅されて、100 mV 程度
に上昇しており、交直差の測定が容易である。しかし、そ
の構造はサーマルコンバータの中で一番複雑で、直径 10 
µm から 40 µm のヒータ細線に、直径 20 µm の熱電対ワ
イヤーを顕微鏡下で取り付ける作業が必要で、大量生産は
困難である。作製された個数は、100 個程度で、主な国
立標準機関に 1、2 個程度配られた。一方、静電気により
絶縁破壊を起こして壊れやすいため、頻繁に使用すること
はできず、通常の校正業務では、シングルジャンクション
サーマルコンバータや次で述べる薄膜型マルチジャンクショ
ンサーマルコンバータが用いられることが多かった。また、
構造が複雑なために高周波特性もシングルジャンクション
サーマルコンバータに比べて劣る。現在、ワイヤー多熱電
対型サーマルコンバータは作製されていない。

（3）薄膜型マルチジャンクションサーマルコンバータ（Thin-
Film MJTC）

薄膜型マルチジャンクションサーマルコンバータ（図 7）
は、微細加工技術が発達していた 1980 年後半から開発
が行われた。作製が非常に難しかったワイヤー多熱電対型
サーマルコンバータを薄膜化したものである。薄膜型も、
SJTC の欠点である小さい出力を改善するため、一般に、
多熱電対型（MJTC）であり、標準の世界では、Thin-
Film MJTC と呼ばれる。薄膜型サーマルコンバータのヒー
タ構造は、その温度分布の不均一を改善するため、折り返
しの U 字型の形状が採用されていることが多い。薄膜型
サーマルコンバータは、ヒータまわりの熱的絶縁のため、ヒー
タ直下の基板の厚みの調整が必要となるが、1990 年代初
めに、ヒータ膜下を異方性エッチングしたシリコン基板上
に薄膜を形成する技術が開発されて、国家標準機関に広く
普及した。しかし、薄膜型サーマルコンバータも構造が複
雑なために高周波特性は SJTC に比べて劣る。10 kHz 以

図 5　シングルジャンクションサーマルコンバータ
（豆電球型）の模式図

図 6　ワイヤー多熱電対型サーマルコンバータの模式図
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上では、ヒータ−熱電対間のストレイの影響、誘電損失等
により、交直差の周波数特性の再現性が悪くなる。また、
SJTC と同じく、構造の変更はあまり容易でなく、サーマル
コンバータに流せる定格電流は 10 mA 程度で、過電流に
より、断線破壊される。

（4）熱 型半 導 体 RMS センサー（Solid-State Thermal 
RMS Sensor）

熱型半導体 RMS センサーは、シングルジャンクション
サーマルコンバータとマルチジャンクションサーマルコンバー
タの実用的な代用品として、アメリカの計測器メーカーによ
り開発された。熱型半導体 RMS センサー型は、ヒータの
温度上昇を熱電対ではなく、トランジスタのベース・エミッ
タ接合電圧 VBE の温度依存性を温度検出素子として用い
ている。熱的な時定数が短いため、10 Hz 付近の交直差
が 100 µV/V 以上になることもある。熱的交直差は、マル
チジャンクションサーマルコンバータと比べて大きく、不確
かさは多少大きい。しかし、販売されている熱型半導体
RMS センサー型のサーマルコンバータは、過電流に対する
保護回路が内蔵されており壊れ難い。また、高性能アンプ
を用いているため、出力電圧が大きく、測定が容易になっ
ている。校正事業者で一番普及しているサーマルコンバー
タは、熱型半導体 RMS センサーを用いたものである。国
家標準のサーマルコンバータとして望まれることは、交直差
の不確かさが小さく、その周波数特性等の評価が可能なこ
とである。このため、熱型半導体 RMS センサーは校正事
業者の校正器物として、普及している。

市販の熱型半導体 RMS センサーを除く、電圧用サーマ
ルコンバータは、図 8 に見られるように、浮遊容量等の電
気的境界条件を決めるため、金属ケース内にマウントされ

る。サーマルコンバータ素子のヒータ抵抗は構造的な制約
のため、おおよそ 25 Ω～ 100 Ω程度であるので、電圧の
拡張は、図 8 のように、レンジ抵抗器と呼ばれる分圧用の
抵抗器を直列に接続して拡張する。この方法で、サーマル
コンバータの交直差は、レンジ抵抗器込みの交直差で、
1000 V まで拡張される [13]。交直変換標準で確立できる交
流電圧の範囲は、電圧範囲は、1 mV ～ 1 kV、周波数範
囲は 0.1 Hz ～100 MHz 程度である。これ以外の範囲は、
変成器を用いたり、サンプリング方法、サーミスタを用い
た別の方法が採用されている [14][15]。最近では、サーマル
コンバータを用いて GHz の周波数へ拡張する開発研究が
NIST で行われている [16]。

4　交流電圧標準の確立シナリオ
交流電圧標準の国内体系を確立していく上で、求められ

ているシナリオは、国際相互承認、高精度な国家標準の
確立と産業界への標準供給である（図 1）。

国際相互承認と産業界からの要望に対応するため、
2001 年から交直変換標準の国内体系の範囲拡張を進め
た。2001 年当時の交直変換標準の供給範囲は、電圧範囲
は、2 V～ 20 V、周波数範囲は、40 Hz ～ 100 kHz であ
り、他国の国家標準機関と比べて範囲が狭く、最高測定
能力は 10 ppmと不確かさも大きい状況であり、交流電圧
標準の整備が望まれていた。国家標準の確立には、“新し
い標準器の開発”が必要であり、校正の普及には、国家
標準の“利用促進技術の開発”が重要である。このため、
図 1 に示すように、国家標準の研究開発と標準の利用促進
技術の開発の両輪で進める必要がある。

図 7　薄膜型マルチジャンクションサー
マルコンバータの模式図

図 8　サーマルコンバータのマウント例
交流電圧範囲拡張のため、分圧用のレンジ抵抗器がサーマルコンバータに直列接続され、
金属ケースに収められる。これにより、図中の浮遊容量、浮遊インダクタンス、寄生抵抗を
含めた交直差の周波数特性を決定できる。
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4.1　国家標準の確立
交流電圧標準を導く方法は、理想的な交流波形を作る

方法と交直変換方法がある（図 9）。国家標準として望まし
いのは、誰がいつどこでやっても再現性がある普遍的な標
準で、小さい不確かさが得られる方法である。この観点か
ら考えると、交流電圧標準の国家標準は、量子標準が理
想的である。この方法の代表例として、図 9 ①に示される
ように、ジョセフソン直流電圧標準を用いて、出力値を時
間的に変動させ交流波形を生成する方法が考案されている
（AC 電圧ジョセフソン標準）[17]。現在の直流電圧標準は、
量子現象であるジョセフソン効果を用いて実現されている
が、ジョセフソン直流電圧は、接合数と照射するマイクロ
波の周波数で決まり、マイクロ波の周波数を精度良く定め
れば、非常に正確な電圧を得ることが可能となるものであ
る [18]。現在、ジョセフソン効果を用いて、理想的な交流電
圧を作る研究開発が主な国家標準機関で行われている。
産総研でも、交流電圧の国家標準の候補の一つとして、直
流電圧標準のグループが中心となり、AC 電圧ジョセフソ
ン標準の開発を行っている [19]。この方法で生成される交流
電圧は、厳密に見るとステップ状であるが、電圧の切り替
えのときに、各ステップの量子化された電圧から外れる瞬
間が存在し、誤差（トランジェントエラー）が生じるため、
トランジェントエラーを回避する方法が研究されている。し
かし、AC 電圧ジョセフソン標準が実現しても、その電圧

範囲や周波数範囲は、一部に限られると考えられており、
産業現場で、実際の校正業務に使用する際も難しい点があ
る。現在、理想的な交流波形を生成する研究開発の他に、
AC 電圧ジョセフソン標準とサーマルコンバータを組み合わ
せて、高精度で交流電圧測定装置や発生装置を校正するシ
ステムの開発も行われている[20]。この方法のメリットは、サー
マルコンバータの不確かさを小さくでき、現在の交流電圧
の標準供給の体系が利用できることにある。

現在の交流電圧標準のトップは、図 9 ②に示される交直
変換方法であるが、AC 電圧ジョセフソン標準のトランジェ
ントエラー等のため、将来においても国家標準である可能
性もある。国家標準のサーマルコンバータは、3 章で述べ
た交直差の原因の評価や不確かさの改善が不可欠である
が、交直差の周波数特性は、抵抗値や浮遊容量で変化す
る。（国家標準としてのサーマルコンバータは、他からの校
正ではなく、交直差の出発点として、交直差の値を独自に
見積もる必要がある。）このため、抵抗値や形状の異なる
複数のサーマルコンバータを作製し、それらの交直差の変
化を評価することで、交直差の値を決定している。また、
交流電圧の範囲の拡張においても、3 章で述べた原因に対
処するサーマルコンバータを作製する必要がある。このよう
に、国家標準の確立には、複数の特性の異なるサーマルコ
ンバータが必要であるが、前述のように、高性能のサーマ
ルコンバータは入手が難しく、交流電圧の体系シナリオに
おいては、サーマルコンバータの開発が必要な状況であっ
た。
4.2　国家標準の利用促進技術

産業界から望まれている標準は、オペレーションや維持
の負担が少なく、安価で、幅広い範囲で使用可能な標準
である。国家標準と同等の不確かさが要求されることは例
外である。量子ホール効果を利用した抵抗標準 [18] やジョ
セフソン直流電圧標準においても、量子標準で供給してい
る値は、10 K Ωや 10 Vの値で、その他の範囲は、抵抗
ブリッジや分圧器等を用いて範囲の拡張が行われている。
他の容易な実現方法がある中で、すべての標準供給範囲
を量子標準でカバーするのは、現実的でなく、供給の観点
からは、量子標準の意義も薄れてくる。交流電圧標準にお
いても、量子交流電圧標準が将来確立した後でも、抵抗
や直流電圧と同様に、電圧範囲の拡張や、産業界で利用
されている計測機器への校正の橋渡しをする安価で、安定
な校正器物が必要になる。このように、交流電圧を導く方
法や供給体系は、国家標準が、交直変換標準から AC 電
圧ジョセフソン標準に置き換わっても、サーマルコンバータ
は利用促進のために使われる可能性が極めて高い。実際、
現在の直流電圧標準においても、最高精度の校正依頼は、図 9　交流電圧標準の実現方法
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ツエナー電圧標準器によるものが求められる。交流電圧に
おいても、サーマルコンバータの校正依頼が継続すると予
想さる。

産業界への利用促進のためには、交流電圧測定装置や
発生装置を校正するため、安価で、経年変化が小さく、ロ
バストで、取り扱いが容易な標準器が望まれる。標準の普
及のシナリオとして、高度な国家標準が確立しても、国家
標準から校正を受ける適当な校正器物がなければ、産業
現場で利用できない。一般製品の検査現場で用いられる
ような交流電圧測定装置や発生装置を校正器物とした場合
は、経時変化や温度、湿度等の外乱による校正値の劣化
を考えると、高度な国家標準の恩恵を十分受けない可能性
がある。高性能なサーマルコンバータは安定で、1 kHz 付
近の交直差の経年変化は、1 ppm 以下であり、電圧依存
も極めて小さい。校正事業者や企業の校正室がサーマルコ
ンバータを校正器物として利用できれば、高精度で、安定
な標準を手に入れることができる。また、サーマルコンバー
タではなく、交流電圧計の交流電圧値で校正してしまうと、
その範囲外に小さい不確かさで校正範囲を広げることが難
しくなり、産業界へ供給する範囲が狭くなる可能性がある。
しかし、現在のサーマルコンバータは、取り扱いに注意し
ても壊れることがあり、産業界への供給範囲拡大のため、
サーマルコンバータの耐久性の向上が必要であった。加え
て、従来のサーマルコンバータの使用できる電圧範囲が狭
く、範囲の拡張には、レンジ抵抗器が必要となり、使い勝
手が悪く、使用範囲の拡張が望まれていた。新たなサーマ
ルコンバータの開発は、交流電圧標準の産業界への標準の
安定供給とさらなる普及の目的とも一致する。このように、
産業界への校正技術の課題として、校正器物として利用可
能なサーマルコンバータの開発が望まれていた。

5　薄膜型サーマルコンバータの開発
国家標準の確立と利用促進技術の開発に対応するた

め、サーマルコンバータの容易な作製技術の確立と性能
の課題を解決する新たなサーマルコンバータの設計を行っ
た。産業界でも使える実用的なサーマルコンバータを開発
することで、国家標準の確立と標準の維持、および産業界
への高精度な標準の普及が可能となる。
5.1　要素技術課題

4 章の交流電圧標準を導くシナリオから、サーマルコン
バータの作製は、交流電圧標準体系の確立に十分なメリッ
トがあると考え、新しいサーマルコンバータの開発を行っ
た。この節では、サーマルコンバータ作製の技術課題につ
いて述べる。

（1）作製方法の課題

豆電球型のシングルジャンクション（図 5）においては、
ペルチェ効果を抑え、ガラス球と熱膨張率が近いプラチナ
をヒータ線の支柱に使うことが望ましいが、ヒータ線材で
あるエバノームとの溶接は熟練の職人でないと難しい。ま
た、直径 20 µm の熱電対線をおおよそ 25 µm のヒータ
細線の中心に取り付け、真空封入するのは難しく、作製で
きる職人は世界でも数名である。2005 年からはプラチナ
線材を用いたサーマルコンバータの購入ができない状態で
あった。

図 7 にみられる薄膜型サーマルコンバータにおいても作
製の課題があった。ドイツの国立標準機関であるPTBは、
シリコン基板上にヒータ薄膜を形成して薄膜型サーマルコン
バータを作製し、標準供給に利用していた。サーマルコン
バータの原理は、ヒータ線の発熱の測定であるので、ヒー
タ膜のまわりの熱的絶縁を確保するため、シリコン基板の
ヒータ膜直下はケミカルエッチングが施されており、基板の
厚さが薄くなっている。しかし、このためヒータ膜に余分
なストレスがかかり、ストレス緩和のバッファー膜等が必要
である。バッファー層がないと、作製した膜に亀裂が観測
されることもあった。このように、サーマルコンバータの作
製には、エッチングやバッファー膜作製条件等のノウハウが
必要である。加えて、ヒータ膜の温度係数や熱電対膜の出
力特性も交直差に影響を与え、温度係数の小さい抵抗薄
膜の作製方法や選定した熱電対薄膜の作製技術も必要で
あった。図 7 の PTB の薄膜型サーマルコンバータも担当
職員の退職とともに入手が難しい状況である。

（2）サーマルコンバータの技術的課題
サーマルコンバータの設計について考察することも重要

である。従来のサーマルコンバータの課題としては、構造
に起因する作製の難しさと性能が限定されることにあっ
た。従来のサーマルコンバータは交流電圧標準の最高精度
を追及するように設計されている。シングルジャンクション
サーマルコンバータは 10 kHz 以上の高周波で、不確かさ
評価に都合の良い周波数特性を得るため、線長は短い。1 
MHz の交流電圧の波長はおおよそ 300 mであるため、数
センチのヒータ線は入力周波数の波長の比で考えるとppm
のオーダーになる。交流電圧の不確かさを ppmで要求する
ときは、集中乗数方式で計算できる短いヒータ線のほうが
都合が良い。しかし、回路の入力抵抗をかせぎ、ヒータの
発熱を観測するため、抵抗値はある程度の大きさが必要で
あり、ヒータ線は細く、抵抗値は 25 Ωから 90 Ω程度であ
る。細線であることで、表皮効果の不確かさ評価も容易に
なる。一方、ヒータ線のまわりは真空のため、細いヒータ
線に流せる電流は 10 mA 程度であり、定格電流の数パー
セントの過電流を流すとヒータ線が焼き切れる欠点があっ
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た。シングルジャンクションサーマルコンバータの構造の変
更は難しいため、抵抗値や熱的時定数の変更も難しく、希
望の入力電圧を得るために、レンジ抵抗器が必要になった
り、3.1 節で述べた（Ⅱ）低周波特性のため、100 Hz 以下
で不確かさが大きくなる課題もあった。

従来の薄膜型マルチジャンクションサーマルコンバータ
（図 7）は、3.1 節の（I）熱的交直差を評価するために作
製されたのが大きな目的であった。このため、100 個の熱
電対薄膜がヒータ線沿いに作製されており、周波数が高く
なると、取り除くことができないヒータ−熱電対間のキャパシ
タンスのため、電気的な絶縁は弱くなり、ヒータ線の入力
電流が熱電対側の測定系に漏れてしまう [21]。漏れる電流
の大きさは、熱電対の出力を測定する回路に依存するため
再現性が悪くなり、不確かさが大きくなる。また、熱電対
を多数用いているので、熱電対の抵抗値が 10 k Ω程度に
なり、熱電対の出力電圧を測定する際のノイズの原因とな
る。薄膜型マルチジャンクションサーマルコンバータにおい
ても、ヒータ線に流せる電流は 10 mA 程度であり、熱的
時定数の変更も容易でない。

産業界への利用促進の課題では、校正環境の違いが考
えられる。サーマルコンバータの交直差の温度や湿度依存
が大きければ、定期的な校正を受けていたとしても、産業
現場の校正においては、校正結果を最大限に利用できず、
普及の妨げになると考えられる。また、交直差の周波数特
性が大きいと、ケーブルの長さ、温度変化等の校正条件に
よる校正値のずれを判断するのが難しくなる場合が予想さ
れ、交直差の周波数特性の小さいサーマルコンバータが望
まれる。

以上のサーマルコンバータの開発技術要素を表 1 にまと
める。従来のシングルジャンクションサーマルコンバータと
マルチジャンクションサーマルコンバータは、取り扱いが難
しく、最高精度を必要とする国家標準機関で主に用いら
れ、産業界では普及はしておらず、3.2 節で紹介した 4 種
類の中で、熱型半導体 RMS センサー型が普及している。
しかし、熱型半導体 RMS センサー型のサーマルコンバー
タは、3.1 節の（Ⅰ）～（III）の交直差の原因を直接求め
る構造ではないため、他の国家標準機関からの交直差の
校正が必要となる。熱型半導体 RMS センサー型は校正
事業者により、シングルジャンクションサーマルコンバータ
かマルチジャンクションサーマルコンバータによって校正さ
れて、産業界で利用されている。
5.2　サーマルコンバータの設計と開発

5.1 節で述べたサーマルコンバータの技術的課題を解消
するため、作製の簡易化等の作製過程の変更が要求され
る。従来のサーマルコンバータは、ヒータ線と熱電対が一

体となっており、どちらか一方の不具合により、サーマルコ
ンバータとして機能しない問題があった。また、実際の作

製においても、ヒータ線と熱電対を同一基板上に作製する
場合、どちらかの前段階の作製が成功していても、後の作
製過程による影響を受け、劣化・破壊等が起こり、歩留ま
りが悪くなる可能性がある。これらを改善するため、ヒー
タと熱電対を別々の基板上に作製するデザインを採用し
た。これにより、ヒータ線と熱電対の最適な作製条件は互
いに影響を受けずに、個々に追及することができ、作製の
簡易化と性能の改善が期待される。また、一体型と比べ、
位置の制約も少なく、それらの形状や配置等の変更が容
易で、構造に依存する周波数特性の改善が可能である。サー
マルコンバータの要であるヒータと熱電対を分離したことに
より、従来の作製方法と比べて、基板のエッチングの必要
はなく、ヒータ膜のストレスの影響による基板からの剥離
や特性の変化もなくなる。作製過程も大幅に容易になり、
歩留まりの改善が期待できる。

ヒータと熱電対の材料の選定にあたっては、実績のあ
る Ni-Cr 系の合金と Bi-Sb を採用した。最初に、ヒータ抵
抗であるが、抵抗の温度係数が大きいとジュール熱による
発熱量が温度によって変化し、交直差の主な原因になるた
め、温度係数の改善を行った。製膜後の Ni-Cr 薄膜の抵
抗温度係数は、おおよそ100 ppm/Kである。しかし、アニー
ルを行うことによって抵抗温度係数を± 25 ppm/K まで小
さくすることができる。さらに、抵抗の温度係数を改善す
るため、窒素雰囲気中でアニールを行い、10 ppm/K 以下
に改善することに成功した。これは、窒素雰囲気中では、
気体の接触による熱伝導によって加熱するため、熱処理の
一様性が優れていて、目標とするアニール温度を厳しく制
御できたためであると考える。ヒータ線の作製は、一度の
蒸着で、複数個の基板をセット可能で、従来のサーマルコ
ンバータの作製と比べてヒータを大量生産できるメリットが
ある。

次に、熱電対膜の作製においては、従来の薄膜型サー
マルコンバータの作製方法と基本的に同じであるが、従来
型は約 100 対の熱電対を直列接続しているため、熱電対
の抵抗値は数 k Ωと大きい。抵抗値を改善するため、図
10 に見られるように、熱電対の構造を変更した。Bi 膜と

図 10　熱電対パターンの改良

Bi-Sb   Cu 

4 k  400  

64  
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(3) 技術的課題
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作製の簡易化

要素技術

従来の豆電球型サーマルコンバータは職人に
よる顕微鏡下の手作業で、熟練した技術を必
要としている。作製方法の簡易化を行う。

サーマルコンバータの作製が難しく、入手困難
である。国家標準機関においても、サーマル
コンバータを作製できるところが限られている。

一般の計測機器でも利用しやすいように、小型
化したサーマルコンバータが必要になる。産業
界に広く普及させるために、ユーザビリティを
考慮したサーマルコンバータが要望される。

国家標準機器としてのサーマルコンバータは、
高い再現性が要求される。校正事業者におい
ても、高周波領域の校正は難しく、高周波特
性の改善が望まれる。

校正事業者においては、幅広い電圧範囲で使
用可能なサーマルコンバータが使い勝手が良
い。また、校正に伴う不確かさ要因が小さい
ことが望まれる。

国家標準器として利用可能なサーマルコン
バータは、1 kHz の交直差が 1 ppm 以内が
望まれている。

校正事業者や産業界では、大量に校正を実施
することも多く、サーマルコンバータが壊れ
にくいことが望まれている。

商用周波数の交流電圧の不確かさの改善のた
め、100 Hz 以下の低周波の改善が望まれて
いる。

国家標準として、交直差の値を ppm レベル
で評価するとき、検出感度が高いことが必要
である。

産業現場への標準の利用促進のため、環境に
対するサーマルコンバータの安定性の評価が
重要になる。

産業現場での校正の際、校正条件の変化によ
る校正値のずれを判断するため、交直差の周
波数特性が小さいことが望ましい。

国家標準機関としてのサーマルコンバータの
基準は 1 kHz 付近の交直差である。1 kHz 
の交直差が 1 ppm 以内であれば、国家標準
器として利用可能な高性能のサーマルコン
バータとなる。

サーマルコンバータの定格電流は 10 mA と
小さく、わずかな過電流により、ヒータ線の
断線破壊が起こる。産業現場への普及のため、
サーマルコンバータの耐久性を向上させる。

従来の薄膜化型のサーマルコンバータは、エッ
チング技術が必要である。また、構造の制約
に起因する交直差の不確かさ要因がある。

従来のサーマルコンバータは、ヒータ- 熱電対
間のストレイのため、ヒータ線の入力電流が
熱電対側の測定系に漏れてしまい、高周波領
域の再現性が悪く、不確かさの主な要因となっ
ている。

通常のサーマルコンバータのヒータ抵抗値は
限定されており、入力電圧が制限される。任
意の抵抗値が選択できるようにする。また、
低周波領域ではヒータ線の温度変動幅とヒー
タ線抵抗値の変動幅により、精度が落ちると
いった問題がある。ヒータ抵抗の改善を行う。

サーマルコンバータの熱的時定数が 0.1 s の
オーダーの場合、100 Hz 以下の低周波で、
交直差が大きくなる。これにより、校正の不
確かさが大きくなるため、低周波特性の改善
を行う。

SN 比は出力電圧 に比例し、出力抵抗 R の
平方根に逆比例する。複数の熱電対の場合、
抵抗値が 10 kΩになり、検出感度が低減する。
検出感度（SNR）を向上させるため、熱電
対の抵抗をできるだけ小さくする。

産業界へのサーマルコンバータの普及を考慮
したとき、周波数特性のフラットなサーマルコ
ンバータが使い勝手が良い。交直差の周波数
特性 (10 Hz ～ 1 MHz) を改善する。

産業現場においては、校正室と異なり、温度
や湿度の環境が整っていない場合が、予想さ
れる。サーマルコンバータの耐環境を評価し、
サーマルコンバータの利用の際の指標とす
る。

表 1　サーマルコンバータの開発技術要素
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Sb 膜の間に Cu 膜を挟むことで、接触抵抗が格段に小さく
なり、我々の抵抗値は 4 k Ωから 400 Ωに改善することに
成功した。また、熱電対膜を基板の両面に作製し、出力
値を上げる試みを行った。このため、熱電対膜作製では次
の 8 回の蒸着が必要となる。フィルム基板の表面に、① Bi
膜作製、② Sb 膜作製、③引き出し電極の Cu 膜作製、④
Bi-Sb 間の Cu 膜作製の順序で、マスク蒸着法によって成
膜したのち、フィルム基板を裏返しにして、表と同様、⑤
Bi、⑥ Sb、⑦引き出し電極の Cu、⑧ Bi-Sb 間の Cu 膜
作製のように、8 回のパターン形成が必要となる。複雑な
熱電対膜の作製も一度に複数個の作製ができるように、図
11 のような蒸着治具を開発した。これにより、熱電対膜の
位置合わせが容易になり、歩留まりの改善に貢献し、大量
生産が可能な作製方法を確立した。

図 12 は、今回開発した薄膜型サーマルコンバータの構
造である。ヒータ抵抗と熱電対は上述のように別々に製作
され、仕様適合したヒータ抵抗と熱電対膜が、サーマル
コンバータの製作に利用される。熱電対が製膜された 12 
µm 厚のポリイミド膜は、アルミナ製のフレームに支持さ
れる。ヒータが製膜された窒化アルミチップをフリップチッ
プボンディング法でポリイミド膜上に接続する。前述のよう
に、ヒータ抵抗のアニールが独立して行えるので、アニー

ルはポリイミド膜上に取り付ける前に行われ、端子や熱電
対等の他の構造に熱的な影響を全く与えることがない。こ
れにより、最適なアニール条件を適用でき、作製の簡易化
にも貢献している。ヒータ抵抗と熱電対がマウントされたア
ルミナフレームをアルミナでカバーし、サーマルコンバータ
が完成する。図 13 は開発したサーマルコンバータの写真で
ある。素子の大きさは、2 ×1.5 cmであり、計測器内部に
組み込むことも可能である。

次に、性能の改善について述べる。サーマルコンバータ
の構造と特性は密接であるので、5.1 節の技術課題を解決
できるように構造の設計を行った。ヒータ基板として、過電
流によるヒータ線の劣化・破壊の対策のため、熱伝導率が
高い窒化アルミ基板を採用している。窒化アルミはヒータ
熱の伝熱の役割も果たし、真空封入されている熱的絶縁
状態のヒータ構造より耐久性が格段に向上し、電流範囲の
拡張が可能である。この構造の場合、直流電圧と交流電
圧の比較は、ヒータ線の温度を直接測定するのではなく、

図 11　熱電対膜作製のための長方形の蒸着治具

図 12　薄膜型サーマルコンバータ模式図

図 13　薄膜型サーマルコンバータ素子内部（上）と薄膜型サー
マルコンバータ素子外観（中）、および、サーマルコンバータ用
金属ケース（下）

窒化アルミ基板

出力リード線

入力リード線

薄膜ヒータ
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窒化アルミ基板の温度上昇を測定することになる。このこ
とにより、定格 200 mA のサーマルコンバータが可能となっ
た [22]。

ヒータの抵抗値はヒータ形状や面抵抗の調整により従
来より容易に変更できる。ヒータの長さは、0.1 mm ～数
mm まで変更可能で、ヒータの製膜中に抵抗の大きさをモ
ニターし、希望の抵抗値を得られるようにした。これによ
り、ヒータの抵抗値は、1 Ω～ 2 k Ωまで選択可能である。
2 k Ωのサーマルコンバータの場合、電圧拡張のための分
圧用の抵抗器が必要なく、20 V まで印加可能である。ヒー
タ形状においても、周波数特性の計算が可能な構造であ
るストレート型や熱的交直差を抑えるU 字型等任意の形状
が可能である。抵抗値の変更と合わせて、交直差の見積も
りのための周波数特性の異なる複数のサーマルコンバータ
が作製可能である。

熱電対の配置は、ヒータ線と熱電対間とのストレイの影
響を抑えるため、図 5 にみられる従来のヒータ線の近傍に
配置する構造から、ヒータ線の入力 hi 側から離した配置と
した。熱電対をヒータ線の Lo 側に配置することで、電位
差が小さくなり、漏れ電流を減少することができる。この
ため、ヒータ線は図 14 に示されるように基板の一部にとど
めており、熱電対はヒータ線のない部分の窒化アルミ基板
の温度上昇を観測する。従来の薄膜型サーマルコンバータ
はヒータ線まわりが熱的絶縁であり、ヒータと熱電対間の
配置を離すことができなかった。

次に、低周波領域の交直差を改善するために、サーマ
ルコンバータの熱的時定数の設計を行った。熱的時定数と
は、薄膜サーマルコンバータの出力電圧の応答特性を示す
値で、低周波域では温度振幅の周波数特性を決めるパラ
メータである。サーマルコンバータの交直差は、入力電圧
周波数 f が低くなると、ヒータ線で発生するジュール熱は、
倍周波数 2 f で 0 から最大パワーまで振動する。入力周波
数 f が、ヒータ線の熱時定数の逆数（1/τ）と比較して十

分に高くない場合、ヒータの温度にも倍周波数 2 f の振動
が生じる。シングルジャンクションサーマルコンバータの時
定数は 0.1 s ～ 1 s 程度であり、100 Hz 以下の低周波数
領域においては熱リップルの影響が無視できなくなる。我々
が開発した薄膜型のサーマルコンバータの熱的時定数の大
きさは、窒化アルミ基板のサイズを変更することで 0.3 s ～ 
4 s まで調整が可能である。1 例として、時定数が 2 s のと
きの基板の大きさは、0.3 mm×1.5 mm× 8 mmとなる。
従来のサーマルコンバータの熱的時定数はその構造と密接
な関係があり、独立した変更が難しかったが、我々は大幅
な構造の変更なく、熱的時定数の変更が可能にした。前
述のヒータ線の抵抗の温度係数を改善と合わせて、サーマ
ルコンバータの交直差の周波数特性の改善が可能となる。

6　薄膜型サーマルコンバータの特性評価
開発したサーマルコンバータの性能としては、国家標準

器で使われるような高性能を維持しつつ、耐久性の向上と
使い勝手を良くして、産業界へ普及させることを目標として
いる。この章では、開発した薄膜型サーマルコンバータ [23]

の特性評価について述べる。
最初に、従来型の薄膜型と同じ形状のサーマルコンバー

タを試作した（図 15）。図 15 にみられるように、ヒータ膜
と熱電対膜はシリコン基板の代わりに、ポリイミド膜上に
作製した。熱電対はヒータ線に沿って配置されている。試
作品の交直差の周波数特性を図 16 に示す。1 kHz 付近の
交直差は、おおよそ 5 ppmであり、表 1 の（3）技術的課
題を満たしていない。国家標準器として、1 kHz 付近の交
直差は 1 ppm 以内を目指しているが、この交直差の原因と
しては、ヒータ線上の熱の流出入が異なり、ポリイミド膜
状のヒータ線の熱の分布が不均一になっているため、熱的
交直差が観測されていると考えられる。また、交直差の周
波数特性も考慮した構造ではないため、1 MHz で 10 ppm
以上の交直差が観測されている。

図 14　薄膜型サーマルコンバータ配置図
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図 15　薄膜型サーマルコンバータのプロトタイプ模式図
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次に、新型のサーマルコンバータ（図 10）の特性を紹介
する。図 17 はサーマルコンバータの 10 Hz から1 MHz の
交直差の測定結果である。図の点線が従来のサーマルコ
ンバータで、実線が今回開発したサーマルコンバータであ
る。1 kHz 付近の交直差は、ヒータの不均一が改善したこ
とで、1 ppm 以下に改善している。交直差の周波数特性
においては、抵抗値や浮遊容量等を考慮した、交直差の
周波数特性のモデル計算を行った。サーマルコンバータの
形状を設計に従い作製することで、1 MHz においても図
16 と異なり、10 ppm 以下を達成した。また、我々のサー
マルコンバータは、表 1 の（5）技術的課題の交直差の低
周波特性の原因となるサーマルコンバータの熱的時定数や
ヒータの抵抗値や形状、配置を自由に変えることができる
ので、熱的時定数が適切になるように窒化アルミ基板のサ
イズを調整し、抵抗の温度係数を、5 ppm/K 以下に改善
している。これにより、図 17 の実線にみられるように、10 
Hz から1 MHz の広い周波数範囲で、交直差を10 ppm

以内に抑えたサーマルコンバータを作製することが可能と
なった。従来のサーマルコンバータでは、図 17 の点線のよ
うに、低周波特性が大きく、また、高周波領域の交直差も
大きい。産業現場では、0.1 ％程度の交直差の不確かさで
も良いことも多く、今回開発したサーマルコンバータを用い
ることにより、交直差の値を 0 とみなすこともでき、表 1の
（7）技術課題に示したすべての課題をクリアした。

図 18[23] は、表 1 の（1）技術的課題交直差の高周波特
性を評価した図である。図 18（a）は、図 15 にみられる試
作品である従来型の熱電対がヒータ線に沿った配置のサー
マルコンバータの周波特性である。図 18（a）の白四角は、
熱電対出力回路にローパスフィルターを入れた場合の測定
結果で、黒丸はローパスフィルターなしの結果である。測定
結果の差は、ヒータ−熱電対間の電気的絶縁が十分でない
ことを示している。この交直差は熱電対の測定回路に依存
するため、不確かさの主な要因となり、校正事業者が利用
する場合には、評価する必要がある。一方、図 18（b）は、

図 16　プロトタイプの薄膜型サーマルコンバータの交直差の周
波数特性

図 17　シングルジャンクションサーマルコンバータ（SJTC）と薄
膜型サーマルコンバータ（TFMJTC）の交直差の周波数特性

図 18　マルチジャンクションサーマルコンバータの高周波特性。
熱電対出力にローパスフィルターを用いた場合（◆）とローパスフィルターなしの場合（■）

（a）従来の熱電対がヒータ線に沿った配置のサーマルコンバータの測定結果
（b）新型の薄膜型サーマルコンバータの測定結果
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開発したサーマルコンバータの結果で、フィルターがあると
きとない場合で、同じ周波数特性が得られ、1 MHz の高
周波で、両者の差は測定値のばらつきの範囲内である。熱
電対をゼロ電位電極付近に移動したサーマルコンバータに
対し、同様な良好の結果が得られており、校正事業者が
利用する際の使い勝手が向上している。

耐久性の向上が望まれる1 例として、高周波用サーマル
コンバータが考えられる。インピーダンスマッチングの影響
を考慮する必要がある1 MHz 以上の交流電圧標準におい
ては、50 Ωのサーマルコンバータの校正が要求される。
しかし、従来のサーマルコンバータは定格電圧が 0.5 Vと
十分でないため、50 Ω以外のサーマルコンバータを用いて
校正されていた。我々は、ヒータ熱の放熱の役割を果たす
窒化アルミ基板を用いたことにより、従来の定格電圧の 5
倍の電圧範囲で使用可能となった。図 19[24] はヒータの抵
抗値を 50 Ωに調整したサーマルコンバータの 1 MHz から

100 MHz の交直差の電圧依存を示しており、電圧依存は
極めて小さい。短い時間であれば、0.5 A の電圧を印加し
ても壊れることはなく、耐久性が格段に向上した。

校正室の校正環境は、温度、湿度とも環境条件が整え
られているが、産業現場では、十分に安定した温度、湿
度環境でない場合も想定される。耐環境性の評価として、
温度と湿度を変えて、交直差の測定を行った。図 20[25] は、
IEC 規格に従い、温度を変化させて測定を行った結果であ
る。温度変化に対して、薄膜型サーマルコンバータの交直
差は検出感度の範囲内で変化が観察されなかった。また、
周囲温度を15 ℃まで温度を下げて同様の測定を行い、15 
℃から 35 ℃における交直差の温度依存性は、1 ppm 以下
であることが明らかになった [25]。湿度環境に対する安定性
を明らかにするため、IEC 規格に従い、湿度特性の評価
を行った。図 21[25] に湿度特性の評価結果と恒湿槽内の相
対湿度を測定した結果を示す。図 21 に示すように、湿度
試験における交直差の変化率は、1 ppm 以下である。こ
の結果より、薄膜型サーマルコンバータが充分な湿度に対
する安定性を有すると考える。参考文献 25 に見られるよう
に経年変化も従来のサーマルコンバータと同様に極めて安
定しており、今回開発したサーマルコンバータは産業現場
でも十分に利用可能であると考える。

従来のサーマルコンバータと開発したサーマルコンバータ
の性能の比較を表 2 にまとめる。

7　交流電圧標準の今後の展開と課題
開発したサーマルコンバータは、現在、ニッコーム株式

会社で製品化されている。これまでのところ、年間おおよ
そ 100 個販売され、10 カ国以上の標準機関で使われてい
る。新型のサーマルコンバータは、表 2 に示されるように
国家標準として使われていた代表的な従来のサーマルコン

図 19　ヒータ抵抗 50 Ωの薄膜型サーマルコンバータの電圧依存

図 20　薄膜型サーマルコンバータの温度特性
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図 21　薄膜型サーマルコンバータの湿度特性



研究論文：交流電圧標準を導く薄膜型サーマルコンバータの開発（藤木ほか）

−141− Synthesiology　Vol.8 No.3（2015）

バータの性能を満たしている。我々のサーマルコンバータ
は、ヒータの定格電流が大幅に改善され壊れにくくなって
いる。しかし、ヒータ線に大電流が流せるようになったこ
とで、ヒータの発熱が大きい場合、熱電対への影響が予想
される。熱電対膜は、ビスマスとアンチモンを用いており、
ビスマスの融点が 271.3 ℃と低い。大電流を流せるように
改善されたが、長期使用では、加速試験の結果、熱電対
の劣化が予想されている [26]。20 mA 程度では、ヒータの
発熱による影響は小さく、20 年以上の連続通電使用が可
能であるが、大電流を流した場合、熱電対の劣化により、
10 年以下に寿命が短くなってしまう。開発したサーマルコ
ンバータの特徴である大電流が流せる利点を十分に発揮す
るため、熱電対の改良を考えている。

また、低周波領域の交流電圧標準は産業界から要望が
あるが、現在の供給範囲は 4 Hzまでである。今後 0.1 Hz
まで拡張するため、開発したサーマルコンバータの熱的な
モデルの解析を行っている。現在、真空封入したサーマル
コンバータの開発を行っており、さらなる低周波特性改善
を行い、範囲の拡張を行う予定である [27]。

サーマルコンバータの今後の応用であるが、オーストラリ
アの国立標準研究所が我々の開発したサーマルコンバータ
を利用して電圧の標準でなく電力の標準への応用を試みて
いる [28]。広く用いられている交流電力標準は、電圧、電流、
位相の組み立て量であるが、オーストラリアの提案している
電力標準は、サーマルコンバータを基準として確立しようと
する電力標準である。日本の商用周波数の電力標準は、日

本電気計器検定所が指名計量標準機関（DI：Designated 
Institute）となっているが、現在、日本電気計器検定所と
共同で、開発したサーマルコンバータを用いて、特定標準
器用語 2 の不確かさ改善を計画している。

もう一つのサーマルコンバータの応用の可能性として、
図 22 で見られるような脱着可能な小型化した仲介器を組
み込んだ計測器の開発が考えられる。薄膜型サーマルコン
バータは小型化と耐久性アップを実現したため、交流電圧
関連の測定機器の基準デバイスとして使用できる可能性が
ある。通常の交流電圧の校正と同じように安定したサーマ
ルコンバータを基準として、交流電圧の出力値を常にサー
マルコンバータにフィードバックさせる機能を開発すること
で、高精度な交流電圧を利用することができる。サーマル
コンバータを複数個内蔵することで、値の確認も行う。こ
のような取り外し可能な仲介器を内蔵した計測器を開発す

< 10 ppm> 10 ppm> 10 ppm高周波特性
＠1 MHz

～0.1 ppm～0.1 ppm～1 ppm熱的交直差

< 1 ppm< 1 ppm～10 ppm低周波数特性
＠10 Hz

高低高ヒータ-熱電対の絶縁抵
抗＠1 MHz

5 ppm10 ppm10 ppmヒータ抵抗の温度係数

2 s2 s0.3 s時定数

35 mV80 mV7 mV出力電圧 

400 Ω10 kΩ8 Ω熱電対の抵抗 

68対100対1対熱電対の数
200 mA10  mA10 mA定格電流

1 ～ 2000 Ω90 Ω25 Ω , 90 Ωヒータ抵抗 

[特徴]

ヒータと熱電対が別の基板で
独立に作製可能

ヒータと熱電対が同一基板三次元でヒータと熱電
対が真空ガラス封入

構造

微細加工微細加工手作業で1個ずつ作製作成方法

新型薄膜サーマルコンバータ 薄膜多対熱電対型 豆電球型交直変換器 

表 2　サーマルコンバータの比較

図 22　脱着可能な仲介器を組み込んだ計測器の開発

仲介標準器を脱着可能に！
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ることで、産業現場でのトレーサビリティ確保の負担が軽
減できる可能性がある。従来の校正は、複数の電気量が
計測できる計測器を校正機関に持ち込んで校正を行ってい
るが、取り外し可能な仲介器を校正することで、他の電気
量の測定に影響を与えることなく、校正ができることにな
る。これにより、より高精度な電気標準の利用促進を行っ
ていきたいと考えている。
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用語1：	上位標準器：標準のトレーサビリティは、国家標準（一
次標準）を上位として、国家標準から校正を受ける校正
事業者の標準（二次標準）、二次標準から校正を受けて
いる校正事業者の標準（実用標準）、校正事業者から
校正を受けている一般のユーザーの計測器で成り立っ
ている。校正先の標準器は上位標準器と呼ばれてい
る。

用語2：	特定標準器：日本の計量法で定められている一次標準
のことを特定標準器（国家標準）と呼んでいる。特定標
準器から校正を受ける校正器物は、特定二次標準器と
呼ばれる。
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査読者との議論
議論1　全体について
コメント（田中 充：産業技術総合研究所フェロー）

この論文の主旨に照らせば、標準供給体制の社会的・産業的・国
際的な視点からの技術構成方式については十分に詳細に記載されて
います。ただ、わかりやすさの点から、供給体制を構成する国家標
準器への対応と産業界の校正技術への対応の相違点あるいは類似・
共通点がまだ十分に明確には示されていないと言えます。それぞれ
の課題を集約して記載することが必要です。

回答（藤木 弘之）
この研究では、国内の交流電圧標準の体系の確立を目的としてい

ます。この目的のためには、ご指摘いただいたように、国家標準器
への対応と産業界の校正技術の開発が必要であります。初稿の文章
では、国家標準器として、交流量子標準と交直変換標準の選択も意
識して書いていました。交流量子標準は国家標準器のみの対応が主
でありますが、サーマルコンバータは国家標準器と産業界の校正技
術への対応を兼ねていますので、それぞれの課題が混在した文章構
成になっていました。4 章の文章構成を見直し、国家標準器への対
応と産業界の校正技術への対応の課題を区別し、それぞれ独立した
節に改訂しました。これにより、交流電圧標準体系の確立には、“国
家標準の確立”＋“新しい標準器の開発”+“利用促進技術の開発”

が必要であることが理解しやすくなったと考えております。また、サー
マルコンバータの開発の必要性については、国家標準の範囲拡張に
サーマルコンバータが必要であったことと、交流電圧の標準供給に
も、交流電圧計による供給のみでなく、サーマルコンバータを校正器
物として用いることにメリットがあることを追記しました。技術的課題
をまとめた表 1 の記載内容も再検討し、国家標準器として必要な技
術と産業界への標準供給のために必要な技術がわかるように整理し
ました。

議論2　シナリオの範囲について
コメント（田中 充）
“国際相互承認と産業界からの要望に対応するため、2001 年から

交直変換標準の国内体系の範囲拡張を進めている。”の文章では、
この論文が書かれた 2015 年段階でも供給体制が完成していないこ
とになりますが、シナリオとの関係でそれで良いか確認してください。

また、“開発したサーマルコンバータは、現在、ニッコーム株式会
社で製品化されている。これまでのところ、年間おおよそ 100 個販売
され、10 か国以上の標準機関で使われている。今後も継続して利用
していただけるように、サーマルコンバータ自体のさらなる性能改善
を考えている。”の文章では、10 か国以上の標準機関は現在の性能
で満足していないと読者は想像するのですが、それで良いのでしょう
か？シナリオで確定したこの研究開発の範囲と、今後の課題範囲とを
区別してはどうでしょうか？

回答（藤木 弘之）
（前者の指摘については、）交流電圧標準の整備は、国際的な範囲

は終了しております。国内の交流電圧標準の要望として、国際的には
整備されていない、10 Hz 以下の交流電圧標準の要望があります。
しかし、2001 年の整備計画で目標としていた範囲は完了しています
ので、文章を修正しました。
（また後者の指摘については、）開発したサーマルコンバータの最大

の特徴は、従来のサーマルコンバータと比べて、ヒータ線に大電流が
流せるようになったことです。しかし、ヒータ線に大電流が流せるよ
うになったことで、ヒータの発熱により、従来のサーマルコンバータ
では影響がなかった熱電対に影響がでてきました。今回の開発した
サーマルコンバータでも十分に国家標準のサーマルコンバータとして
使用できますが、熱電対の影響を改善することで、大電流が流せる
という最大の利点を生かすことができると考えております。この内容
に沿って文章を修正しました。

議論3　比較すべき技術要素について
コメント（田中 充）

要素技術候補の得失について議論していることは重要ですが、そ
の一部についてはリストしながらも、必要十分な説明が欠けていま
す。全体の構成方式として実際に採用されたものの正当性を否定する
ものではありませんが、客観性の観点からこれらについても加筆する
ことが適切と思います。

回答（藤木 弘之）
初稿では、サーマルコンバータ開発の要素技術候補として、3 章

に記載してあるワイヤー多熱電対型サーマルコンバータと熱型半導体
RMS センサーの具体的な記述を省略していました。この論文では、
交流電圧標準の国内の標準体系を確立することを目的としており、国
家標準器の開発と利用促進技術を兼ねたサーマルコンバータの開発
を目指していましたので、国家標準器に特化したワイヤー多熱電対型
サーマルコンバータと標準供給の校正器物に特化している熱型半導
体 RMS センサーの記載は、全体の文章も長いこともあり、名前の紹
介に留めておりました。各要素技術の候補の説明があったほうが、
専門家以外の読者にもわかりやすくなると考え、上記の要素技術候
補の内容も追記しました。
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議論4　製品化シナリオの記述強化について
コメント（羽鳥 浩章：エネルギー技術研究部門副研究部門長）

背景から研究開発のシナリオまでの部分は、非常に丁寧に説明さ
れています。一方で、実際の開発過程から製品化に至る部分につい
ては、やや説明が箇条書き的であり、挙げられた技術開発要素が比
較的多いこともあって、専門外の読者にはややわかりにくいように思
います。

回答（藤木 弘之）
サーマルコンバータの技術開発要素については、専門の学術論文

にならないように簡単な技術紹介に留めていました。サーマルコンバー
タの製品化についてですが、従来のサーマルコンバータは、作製技
術が難しく大量生産が困難であることと、過電流などの操作ミスによ
り簡単に破壊されることから、産業現場に近い校正室では、製品と
して普及していませんでした。製品化のためには、国家標準としても
使える性能であることに加えて、サーマルコンバータの耐久性の向上
と使いやすくすることが重要であると考えていました。この研究のサー
マルコンバータの開発に必要な技術要素を初稿の要素技術課題の節
と表 1 に記載していましたが、説明が足りない箇所があったと反省し
ています。サーマルコンバータの開発に関する文章の構成を見直して、
各要素技術の説明とそれに対応する課題解決のための取り組みの内
容を加筆しました。各技術要素の説明については、レビュアーの質問・
コメントを参考にして、この論文と表 1を修正し、図、表を追加しま
した。

議論5　技術要素の効率的整理について
コメント（羽鳥 浩章）

サーマルコンバータの開発技術要素について、目標・指標とその設
定理由が表 1 に示されています。これに対し、実際に開発した薄膜
型サーマルコンバータについては、5 章に開発経緯、6 章にその特性
が述べられていますが、技術要素が多岐に渡るため、読者にわかり
にくいかと思います。製品化につながった重要技術要素とその開発経
緯を整理し、明確に示すことが構成学的に重要な意味をもつことか
ら、表 1 に示された技術要素に対して、実際に行った開発の要点と、
その結果としての特性を図表にまとめてはいかがでしょうか。

回答（藤木 弘之）
サーマルコンバータの開発の動機は、交流電圧の国家標準の供給

範囲の拡張と不確かさの改善のために、高性能なサーマルコンバータ
が必要であるが、その入手が困難であることでした。また、交流電
圧標準と交直変換標準の校正器物が異なるため、交流電圧標準の普
及のためには、新しい標準器の開発も必要であると考えていました。
サーマルコンバータの開発では、その特性がいろいろな要素技術の
複合で決まるため、最初の文章では、各要素技術の説明が点在し、
専門家以外には、読み難い論文となっていました。開発経緯と重要
技術要素を整理するため、文章の構成を見直し、新しいサーマルコン
バータの開発の意義については 4 章にまとめて記載し、4 章に記載し
ていた要素技術を 5 章に移行しました。表 1 の重要技術要素につい
て、開発の内容とその理由を開発経緯に対応できるように表 1とこの
論文の文章を修正、加筆しました。加えて、従来のサーマルコンバー
タと開発したサーマルコンバータの特徴の比較ができるように表 2 を
作成し、重要要素技術に関連する図番号を表 1 に記載しました。


